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集計結果

※入力方法：調査票１枚につき別人で２回入力し、入力結果が不一致となった箇所を管理者が修正。

設問数：１９
内）回答必須設問数：１０
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集計結果
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集計結果

・南小牛田と不動堂は、「規模拡大」よりも、「規模縮小」の意向が多い。

・南郷は、「規模拡大」と「規模縮小」の意向がほぼ同数である。

〈傾向と分析〉
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集計結果

南郷地区では、１年越３年以内に規模拡大を
見込んでいる人が多い。

南郷地区では、３年超５年以内に規模縮小を
見込んでいる人が多い。

経営移譲の意向があるが、時期が決まって
いる人は、７人中４人。
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集計結果

・南小牛田地区と不動堂地区は、規模拡大する面積よりも規模縮小する面積の方が大きいため、離農地と受け手との調整が必
要である。

・南郷地区は、規模縮小する面積よりも規模拡大する面積の方が276.3ha大きい。担い手の拡大意欲が高いと同時に、南郷地区

では営農組合が中心となって小規模な農家も含めた営農体系を築いていることもあり、当面は現状維持で農業を続けていけると
判断している農家が多いものと考えられる。今後、小規模な農家が離農した際に営農組合の中で担っていけるのか担い手へ集
積していくのかを議論する必要がある。

〈傾向と分析〉
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集計結果

・南小牛田地区と不動堂地区は、規模拡大および規模縮小を希望される農地は、美里町内の農地である。

・南郷地区は、美里町内に限らず町外の農地についても拡大（縮小）の検討範囲と答えている。これは、南郷地区に入作農家が
多いことから、このような回答結果になったと考えられる。

〈傾向と分析〉
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集計結果

・規模拡大を行う上で追加する耕作エリアは、耕作する農地周辺を希望する人が最も多いが、居住地周辺と回答する人も多い。

・希望エリアであれば、許容可能な距離については、10km未満を理想と考えている傾向にある。一方１０km以上離れていても規
模拡大したいという意向も５人いる。

〈傾向と分析〉
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集計結果

賃貸借が最も多く、次いで売買が多い。

農作業を受託するところから始めてもよいと
いう人も多い。

300,000円/10aを購入金額と考えている人が

最も多い。農地条件によるものか、それとも
相場がわかりにくいという原因かは不明であ
るが、◯円〜◯円と記述された人も多い。

賃貸借料金を10,000円と考えている人が最
も多い。
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集計結果

・規模縮小するために希望される手段は、
様々である。複数の手段を回答されている人
も多いことから、手段を迷われている可能性
がある。

・売買希望額に開きがあることから、相場を
把握できていないのではないか。

・売買希望額と同様に開きがあることから、
相場を把握できていないのではないか。賃貸
借は、売買よりも実績があるため、相場を浸
透させやすいのではないか。
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集計結果

・規模拡大を選択した農地を借りる担い手は、５年越１０年未満が多い傾向にある。

・規模縮小を選択した農地を貸す人も５年越１０年未満が多い傾向にあるが、5年未満と回答した人と20年以上と回答した人がそ
れぞれ10人となっている。前者は、貸す相手が想定できていなく、後者は貸す相手を想定できているという違いであれば、地域計
画の目標地図作成によって、5年未満の割合が減少し、20年以上の割合が増加するのではないか。

〈傾向と分析〉
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集計結果

・後継者有り（①＋②）の割合が４２％である。

・後継者有り・世帯外のほとんどが別居の子
であり、Uターンによる事業継承を見込んで
いる。

・農地バンク可の割合が８２％である。
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集計結果

・農地交換について可の割合が５７％である。

・新規就農者・企業参入者への農地貸し付け
可の割合が３５％である。
→地区内農家の規模拡大分を充足できてい

ないため、低い割合となっているのではない
か。

・農作業委託を利用している割合が４４％で
ある。
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集計結果
【設問18】前問で農作業の一部（あるいは全部）を委託されている業者等の名前を記入してください。

南小牛田
農作業委託者名 人数
佐藤 太一 2
直枝 光男 2
加藤 光明 1
加藤 昌隆 1
下小牛田中生産組合 1
涌谷町担い手郷会 1
三農生産組合 1
合計 9

不動堂
農作業委託者名 人数
塩釜営農生産組合 2
大森 繁則 2
木村 英行 1
木村 武治様 1
近藤 誠一 1
佐々木 幸一郎 1
佐々木 貞裕 1
合計 9

個人情報を含むため非公開
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集計結果

・県内まで可と回答した割合が６３％あることから、半数以上が町外農地の利用も視野に入れているのではないか。

〈傾向と分析〉


